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 は し が き
伊牟田敏充氏は，『日本帝国統計年鑑』を基礎資料に，明治22年末，銀行・
取引所を除いた「会社企業」4,067社を分析し，「その過半が「資本金ヲ株式ニ
分割シタルモノ」であり，「会社企業」はすでに日本資本主義の生成期におい
て重要な「経済的主体」として誕生し，活動していたことは否定しえないとこ
ろである」とする
)
。
さらに，明治26（1893）年施行の旧商法は，会社を合名・合資・株式会社の
三種と定めたが，同31年末には会社総数7,044，公称資本金930百万円，払込資
本金621百万円に跳ね上がった。そのうち合名会社は540社，合資会社は3,029
社，株式会社は最多の3,475社であった。さらに言えば，同28年にはすでに株
式会社が会社数の46.2％と半ば近くを占めており，企業勃興期の同29年には
56.2％と過半に達し，その後低下傾向をたどった（同44年に39.1％）。一方，
合名会社は同30年の7.4％を底に同44（1911）年20.5％を占めるに至った。「当
初から株式会社の比重が大きかったことを示すとともに，独占資本段階への移
行期においても合名会社のような社会的資金の集中に関係の弱い企業が比重を
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) 伊牟田敏充「明治中期における会社企業の構成」（『研究と資料』大阪市立大学経済研究所，
1967年）。同「明治期における株式会社の発展と株主層」（大阪市立大学経済研究所『明治期の経
済発展と経済主体』日本評論社，1968年）。
増加するという特異な現象を示している」と評価する。
また，宮本又郎氏は『農商務省統計表』を用いて明治29年以降の新設会社数
と会社企業生存率を得，そして実質ＧＮＰ成長率の指標により，わが国の会
社制度の展開過程を分析した
)
。この『農商務省統計表』は，同29年より会社統
計を掲載するが，その会社数・資本金額は少なくとも明治年間は『日本帝国統
計年鑑』のそれとほぼ一致していた。
福島正夫氏は，旧商法の会社関係規定の性格を分析し，『日本帝国司法省登
記統計年報』（以下では『登記統計年報』）により旧商法期の会社設立・解散状況
を分析している
)
。さらに，吉田準三氏は，明治26年より平成年という長期間
に関するわが国会社企業の設立，解散数の推移を紹介，分析している
)
。
筆者も，同じ『登記統計年報』によって分析したことがある
)
。それによれば，
第一に合資会社を中心に想像以上に多くの会社が設立され，明治30年代を中心
に激しい会社淘汰の嵐が吹き荒れたこと，第二に会社数からみれば，当初から
株式会社が圧倒的に採用されたのではなく，合資会社が濫設ぎみに設立され，
合名会社の設立も次第に（特に日露戦後）加熱したのに比して，株式会社は旧
商法期こそ設立登記が相次いだが，同30年代には抑制気味に推移したことが確
認できた。解散については，合資会社の解散数が飛び抜けて多く，株式会社は
解散も比較的少なく，従ってその会社生存率は比較的高かった。
『日本帝国統計年鑑』によれば明治31（1898）年末の会社総数は7,044社で，
そのうち株式会社は3,475社であったが
)
，『登記統計年報』による計算上の現存
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) 宮本又郎「産業化と会社制度の発展」（西川俊作・阿部武司編『日本経済史』，1990年）。
) 福島正夫「明治26年の旧商法中会社法の施行」（『早稲田法学』第51巻第号，1976年月）。
) 吉田準三『日本の会社制度発達史の研究』（流通経済大学出版会，1998年）。
) 拙稿「明治期の企業家集団（補遺）」（『京都学園大学経営学部論集』第17巻第・号，2007
年12月）。
) 『第十四回帝国統計年鑑』は，「会社ノ調ハ地方ニヨリ材料未達ノモノアリテ未ダ完備セルモ
ノニアラズト雖トモ，姑ク其ノ報告アリシモノニ就キ之ヲ表章シ以テ産業ノ大勢ヲ知ルニ便ス」
とし，「会社，諸会社」（明治26年末現在）について，「本表農商及水陸運輸ハ会社組合等ノ名義
会社数は9,595社であり，そのうち合資会社は4,562社で，株式会社は4,130社
であった。同32年新設の「法人ノ所得」に課税する所得税第一種の納税法人数
は，同32年度が6,133社（同33年度は7,437，同34年度は6,779）であった。同
32年改正の所得税法は，営利を目的とする法人に事業年度毎に損益計算書の提
出を義務づけ，総益金から総損金と前年度繰越金・保険責任準備金を控除した
ものを法人の所得とし，この所得に2.5％の所得税を課した。利益の上がらぬ
赤字企業や営業実態のない休眠企業などは課税対象から外されており，登記上
の会社企業数と課税企業数，ひいては『日本帝国統計年鑑』の会社数との開き
を生み出したのではないだろうか。そうだとすれば『日本帝国統計年鑑』『登
記統計年報』の会社数，そしてこれまで筆者が利用してきた『日本全国諸会社
役員録』に掲載された会社，そこに盛り込まれた情報の性格を再検証する必要
が浮上するだろう。
そこに，草野真樹氏は，2009年10月に京都産業大学で開催された経営史学会
第45回全国大会の自由論題報告で，「地方の企業勃興とその担い手について--
福岡県を対象として」と題する報告を行われた。草野氏は，地方新聞に掲載さ
れた「商業登記公告」に注目し，福岡県の株式会社設立状況を分析し，その取
締役就任状況からその所得階層，設立地と役員居住地の関係を摘出し，企業家
ネットワークについて言及された。今回，草野氏の研究を受けて，筆者は京都
『日出新聞』を再点検し，明治26年月以降に掲載された「商業登記公告」の
採録作業を進めてきた。
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ヲ以テ営業スルモノ，又工ハ集合体ト一個人トヲ問ハズ千円以上ノ資本金ヲ以テ営業スルモノナ
リ，但シ株式組織取引所ハ本部ニ別掲シ，銀行ハ其部ニ掲グルヲ以テ此ニ之ヲ省ク」とした。諸
会社と区別して株式組織取引所と銀行が表示され，諸会社は農・商・運輸業では個人事業は省か
れ，工業会社では資本金千円未満が省略され，上記のように伊牟田氏はこの諸会社を考察対象と
した。『第十七回日本帝国統計年鑑』では，「会社」（明治29年末現在）は依然として「会社ノ調
ハ未ダ完備セルモノニアラズ」とするものの，取引所・銀行についても「商業ノ内ニ算入ス」と
改善された。したがってこの7,044社中には取引所・銀行も含まれている訳だが，9,595社との落
差は大きい。
 会社の設立・登記制度
利谷信義・水林彪「近代日本における会社法の形成」によれば，商法施行以
前の会社規制は，国立銀行・株式取引所・日本銀行・横浜正金銀行・鉄道など
のように特別法に基づいて規制された特別会社と，地方官による規制に委ねら
れた「それ以外（一般）の会社」に分けられていた。後者は，県治条例・県治
事務章程（明治年）のもとで開始され，府県職制並事務章程（同	年）を経て，
府県官職制（同11年）では，地方官への届出により（社会への影響がない限り）
ほぼ許可が与えられる免許制が採用された。ところが，同10年代半ばに至って，
同15年大蔵省達第十号により私立銀行・銀行類似会社に対する大蔵省による統
制（日本銀行の設立と連動）が強化され，一般会社に対しても「会社法・会社
条例整備」の動きが急となった。この中で，会社法制定の準備がなされ，他方
大阪府は同19年「合資結社営業取締規則」により準則方式による出願（許可）
制を布いた。なお，『日本帝国統計年鑑』では，同20年以降，会社は「資本金
ヲ株式ニ分割シタルモノ」と「組合企業」に区別して掲載されたが，特別会社
を除くと，株式会社が制度的に成立するには商法を待たねばならず，登記・公
告制度も商法発布に伴う，同23年司法省令第八号「商業及ヒ船舶ノ登記公告取
扱規則」以降のことである
)
。
明治23年法律第三十二号で公布された商法（旧商法と呼ぶ）は，同26年法律
第九号で一部修正のうえ，同年月日から実施された。その第69条は「会社
ノ設立ハ適当ナル登記及ヒ公告ヲ受クルニ非サレハ第三者ニ対シテ会社タルノ
効ナシ」と定め，会社登記と公告が会社設立の上で必須の手続きであった。旧
商法では，商事会社は「共同シテ商業ヲ営ムタメニノミ」設立することができ
110
) 利谷信義・水林彪「近代日本における会社法の形成」（高柳信一・藤田勇編『資本主義法の形
成と展開』，1973年）による。
たが，その事業が法律に背いたり，禁止されているものでないこと，その営業
によって公安や風俗に害を与えないものでなければならず，また法律・命令に
より許可が必要とされる営業はその手続きをとらねばならなかった（第66条〜
第68条）。会社は，まず「社名」を確定し，社名を刻した「社印」を作製し，
一定の営業所を設置しなければならず，社印は裁判所に提出して商業登記簿に
添付して保存する必要があった（第70条・第71条）。そして会社は，（その始点
が合名・合資会社では会社設立後，株式会社は株式四分の一払込済み後と分か
れるが）14日以内に登記を行わねばならない（第78条・第168条）とした。また，
会社は登記が済むまでは事業に着手できず（第81条），登記・公告完了後はヵ
月以内に開業しなければその登記・公告が無効となった（第82・第170条
	)
）。
旧商法は，会社に関する規定を合名会社・合資会社・株式会社に分けて定め，
特に合名会社・合資会社と株式会社ではその内容は大きく異なった。
会社の設立要件とその手続きについて摘記する。二人以上の人々が金銭・有
価物・労力を出資して共有資本を組成して「商業

)
」を営み，「責任其出資ニ止
マラサルモノ」を合名会社と定義し（第74条），合名会社は総社員の連署した書
面契約によって設立することができた（第77条）。合資会社では社員の人数につ
いての制限は設けず，そのなかにその責任を「金銭又ハ有価物ヲ以テスル出資
ノミニ限ル」一人又は数人の社員（有限責任社員）を含むとした（第136条）。そ
のほかの設立手続きについては合名会社と共通とした。
ところが，株式会社では会社設立の手続きと設立要件は格段に厳格であった。
株式会社の設立には，政府の許可を絶対要件とし（第156条），人以上の発起
人によって目論見書と会社仮定款を作成し，地方長官を経由して，主務省にこ
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	) 明治23年月勅令第133号は，第一条第二で会社の登記公告の手続きにかかる手数料について，
本店・支店にかかわらず，合名会社は円，合資会社・株式会社は10円，そしてその変更・追加
の登記公告は一件ごとに30銭と定めた。

) いうまでもないのだろうがこの「商業」は，商・工・サービス業を含めた事業活動を意味する。
れを差し出し，認可申請をすることと命じた（第157条〜第159条）。認可ののち，
目論見書を公告して株主募集に着手することができ，総株式の申込みを経て，
創業総会を開催し，総数（人数・株金）の半数以上の承認により会社定款を確
定し，取締役・監査役を選定することになった。創業総会後，発起人は再び地
方長官を経て主務省に会社設立免許を申請し，許可されれば取締役は株式の四
分の一以上の株金の払込を促し，完了後14日以内に目論見書・定款・株式申込
簿・設立免許書を添えて会社設立の登記を受けなければならなかった。しかも，
設立免許ののち一年以内に登記を受けなければ当該免許は失効となった（第
160条〜第169条）。
設立登記・公告の内容も会社形態により大きく相違した（第79条，第138条，
第168条）。合名会社では，まず①合名会社であることを示し，会社の②目的，
③社名および営業所，④設立年月日，⑤存立時期（定めてあれば），そして⑥
社員の氏名・住所，⑦業務担当社員（指名の場合）であった。合資会社では，
同じように①合資会社であることを示し，会社の②目的，③社名および営業所，
④設立年月日，⑤存立時期（定めてあれば），⑥資本総額，そして⑦社員の氏
名・住所，⑧社員の出資額，⑨無限責任社員（指定の場合），⑩業務担当社員
の氏名であった。株式会社では，まず①株式会社であることを示し，会社の②
目的，③社名および営業所，④資本総額，株式総数と一株金額，⑤株式の払込
済み金額，⑥存立時期（定めてあれば），⑦設立免許の年月日，⑧開業年月日，
そして⑨取締役の氏名・住所であっ
10)
た
11)
。
明治26年月日，旧商法（会社・手形・破産）が施行され，会社新設の場
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10) ここでは，各登記項目の順序を会社事項，人物事項の順に入れ替えて示した。
11) 会社名については，合名会社は社名に総社員または一人ないし数人の社員の氏を用いて，その
下に会社と付けよとし（第75条），合資会社は無限責任社員の氏を用いる場合を除き社員の氏を
冠せず合資会社と名付けよとし（第139条），株式会社は株主の氏を用いることはできず，必ず株
式会社を名乗ることとした（第173条）。
合は勿論のこと，既設の会社企業も同施行日よりヵ月の間に登記を行うこと
になった（明治23年法律第五十九号商法施行条例第条
12)
）。また，同16年月国立
銀行条例改正（太政官布告第十四号）では，国立銀行の営業年限が開業から20年
を満期と定められた。この間に普通銀行設立の手はずが整えられ，同23年	月
には商法と同時施行の予定で銀行条例（法律第七十二号）が公布されたが，結局
商法と運命を共にし，ようやく同26年月に施行となった
13)
。同条例第条は，
銀行事業の継続には「大蔵大臣ノ認可」が必要とし，同26年月の大蔵省令第
七号・銀行条例施行細則で，大蔵大臣の設立認可を得たのち，株式会社では払
込金額が「各株ノ四分一ニ達」し，事業着手以前に上記の商法に則って登記の
手続きを取るべしと定めた。従って，大蔵省管轄の銀行と，農商務省管轄のす
べての会社が，同じ様に裁判所に登記の手続きをなすものとなった。
明治26年月22日の『日出新聞』には，次のような「特別公告」と「社告」
が掲載された
14)
。
「 公告
当地方裁判所及ビ当区裁判所并ニ其各出張所ノ商法ニ関スル公告ハ（本年七
月一日ヨリ仝十二月三十一日マデ）日出新聞ニ掲載ス
明治二十六年六月廿一日
京都地方裁判所
京都区裁判所，伏見区裁判所，木津区裁判所，園部区裁判所，宮津区
裁判所，峰山区裁判所，福知山区裁判所，舞鶴区裁判所
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12) このほか，会社形態をとらない商業営業者が「会社」を名乗ることを禁じ（第条），既設の
会社に対して従来の商号を継続することを許可したが，会社の種類に応じて会社の商号に合名会
社，合資会社，株式会社のいずれかを付けよとした（第	条）。
13) 加藤俊彦『本邦銀行史論』（東京大学出版会，1957年）123∼130頁による。
14) このあと毎年月，12月の新聞紙面に同様の公告が掲載された。
来七月一日より施行の商法規定に基き，今回我日出新聞は，前記特別公告の
如く，京都地方裁判所及其管内の各区裁判所并に其各出張所の商法に関する
公告を掲載す可き新聞として選定せらるゝの栄を得たり，故に同月以降京都，
伏見，木津，園部，宮津，峰山，福知山，舞鶴等の都鄙を始め，府下全躰の
市町村に於ける諸会社及商業家の真相実躰は，我日出新聞の公告を以て始め
て明かなるに至らむ，此段予め謹告す
六月二十一日 日出新聞 」
このように，登記を終えた会社はすべて新聞紙上に公告されたが，上記のよ
うに，会社形態（合名・合資・株式会社）により，登記・公告される事項が微
妙に相違している。人物情報については，合名会社では，情報量が最も少なく，
社員に関わっては氏名・住所と業務担当社員であるか否かにとどまった。合資
会社では，すべての出資社員について住所・氏名と有限・無限責任およびその
出資額が公告され，業務担当社員の氏名が明示された。株式会社では，人物情
報は取締役就任者の住所・氏名のみであり，監査役は公告されないので情報量
が限られる。会社情報では，いずれも社名・所在地とその目的・存続期間が示
され，合資会社と株式会社は資本総額，そして株式会社については総株数・一
株払込済み額が明らかになる。これらの項目が変更されたときには，その都度
「変更登記」がなされ，解散の場合には「解散登記」が行われ，これらもその
都度新聞紙上に公告された。
『日本全国諸会社役員録』はその年の一月現在の情報を整理して毎年刊行さ
れたが，この「商業登記公告」の会社情報は，会社の基本事項が変更されるた
びに公表されるため，個々の会社の変化を追跡することが可能となるが，特定
時点の水平的な全体像を得るには，すべての「登記公告」をデータベース化し
なければ不可能で，なおかつ一定の処理をほどこさなければならない。しかし，
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明 治 26年 27 28 29 30 31 26〜31累計 32〜37累計 38〜43累計
設
立
数
合名会社 7 9 7 1 9 11 44 105 125
合資会社 28 20 23 36 60 66 233 188 215
株式会社 16 33 23 38 36 27 173 61 65
計 51 62 53 75 105 104 450 356 406
解
散
数
合名会社 0 2 2 2 6 2 14 64 70
合資会社 1 9 5 4 11 23 53 187 160
株式会社 0 1 1 2 3 7 14 90 58
計 1 12 8 8 20 32 81 342 289
存
続
数
合名会社 7 14 19 18 21 30 30(68.2) 71(47.7) 126(46.0)
合資会社 27 38 56 88 137 180 180(77.3) 181(43.0) 236(37.1)
株式会社 16 48 70 106 139 159 159(91.9) 130(55.6) 137(45.8)
計 50 100 145 212 297 369 369(82.0) 383(47.5) 500(41.3)
表 京都府会社種類別の設立・解散登記数
資料 『日本帝国司法省登記統計年報』各年版より作成。
注．存続数欄の( )は，明治26〜31年および同32〜37年，同38〜43年の設立会社総数に対する，
各最終年末の存続率である。
．明治32年以降の合計欄には，表示は省いたが，合名・合資・株式会社のほかに株式合資会社
数を含み，その設立数は同32〜37年には社，同38〜43年には社，そして解散数は各社で
ある。
会社役員については（株式会社の監査役は不明であるが）全ての会社の役員就
任状況が把握でき，役員兼任やその共同化についての検証にはより優れている
と言えよう。なかでも合資会社については，すべての出資者とその出資額が判
明し，『日本全国諸会社役員録』が合資会社の掲載率が半数程度であったため，
はるかに有用な史料と言えよう。
ただし，掲載された新聞が完全に保存されていなければならないが，今回利
用したのは『日出新聞』のマイクロ版であり，これには少ないながらも欠号が
見られ，当然ながら筆者の見落としも懸念される
15)
。
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15) 管見の限りで，今回の旧商法期について言えば，『日出新聞』のマイクロ版は明治28年月
（2961号），同30年月11日（3600号），同月12日（3601号），同月14日（3603号），同
月21
 京都府の会社設立
京都では，明治26年，二条通高倉西入るの地に，西村博ほか数名の発起によ
って，法学博士重岡薫五郎および数名の法学士を名誉顧問とする「商法実施事
務取扱所」を設置しようとしていた
16)
。ここでは，銀行会社や個人営業者の法律
相談はもちろん，銀行会社の定款作成やその商業登記の手続きに関する相談に
応じようとしていた。また，同じ『京都商業会議所月報』は，裁判所へ商業登
記を申請する際に用いる陳述書の文例を，合名会社・合資会社・株式会社の各
設立登記陳述書と登記変更届書を掲載した
17)
。このように，会社の継続と設立に
必須の手続きとなった商業登記を順調に進めるための取り組みも試みられてい
た。
表は，『登記統計年報』によって京都地方裁判所に登記された管内本店所
在会社の設立・解散数を集計した。同表の右半分により，明治26年から同43年
に至る時期の京都府域の会社企業の動態を観察する。まず，設立数の累計から
各年間（厳密には同26〜31年期は年半であるが）の「起業」の動向を知る
ことができる。京都府域では，同26〜31年期には合資会社や株式会社を中心と
して450社もの目覚ましい企業設立ブームがあった。ところが，同32〜37年期
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日（3764号）を欠いている。この外にも，一号分全体ではないものの，特定の頁（ここで必要な
のは広告面）を欠いている場合も相当数にのぼっている。したがって，今回の作業も不完全であ
ることは免れない。ただ，『京都商業会議所月報』が，第22号（明治26年	月刊）より「登記済
みの商事会社」の欄を設け，「去七月一日商法実施の日より本月五日迄京都地方裁判所管内区裁
判所に於て登記済みの商事会社」の一覧，しばらくの後には「登記変更」「商事会社の解散」を
あわせて掲載した。これによって『日出新聞』の欠号や筆者の見落としの補正が可能である。た
だしこれも，同第49号（同28年11月刊）以降は「京都区裁判所」管轄の京都市域のみを対象とす
るようになり，さらに同第71号（同30年
月刊）を最後に掲載が途絶えた。
16) 『京都商業会議所月報』第21号（明治26年月刊）内外彙報・京都市之部。この取扱所が実際
に設立されたのか，設立されたのであればその運営実態はどうであったのかは，現時点では不明
である。
17) 同上『京都商業会議所月報』第21号，内外彙報・内国之部。ただしその文例作成者は不明であ
る。
になると一転して株式会社を中心に設立数は伸び悩み，同38〜43年期には合
資・合名会社を中心に再び企業ブームが訪れたことが確認できる。つぎに，解
散数の累計からは，同32〜37年期（より正確には同34年以降）には合資会社を
中心に凄まじい会社破綻・解散の嵐に見舞われ，同38〜43年期には幾分抑制気
味に推移したが，依然として合資会社の解散数は飛び抜けて多かった事実が確
認できよう。従って，会社設立数は合資会社が圧倒的に多く，ついで株式会社，
合名会社であり，合資会社は設立も多いが解散も非常に多く，設立手続きが非
常に厳格であった株式会社は幾分抑制のきいた動向を示し，合名会社は同30年
代に入って設立数が増加した。
続いて，表の左半分から，本稿の対象である旧商法期の（厳密には新商法
の施行は明治32年月であるが）会社設立・解散の逐年の動向を概観しよう。
上記のように，この時期は会社勃興期にあたっていたが，同表によれば会社設
立ブームの沸点は同29〜31年の日清戦後期にあり，設立会社数の63.1％がこの
旧商法施行期間の後半に設立されていた。種類別では，合資会社が盛んに設立
された訳であるが，この期間の前半期には株式会社もそれに匹敵するほどに設
立されていた。解散では，同27年に12社が解散してから徐々に現れ，同30・31
年に20社・32社と急増した。このようにこの期間の後半期には，すでに合資会
社は設立も解散も多いという特色が鮮明になっていた。これらの結果，会社存
続数は，設立数と同様の傾向で推移し，期間の後半期に府下の会社数が200社，
そして300社を超えた。
表は，今回採録した「商業登記公告」により，旧商法期の明治26年から同
31年について，表と同様に集計した。ご覧のとおり，明治26・27年頃は二つ
の数値はほぼ一致を見たが，同29年以降には相違が大きくなる。また，同31年
の存続企業は，表では合名会社30社，合資会社180社，株式会社159社であっ
たが，表ではそれぞれ28社・189社・160社と微妙に食い違っている。とは言
京都府における企業勃興（上川) 117
明 治 26年 27 28 29 30 31 26〜31累計
設
立
数
合名会社 7 9 7 1 9 9 42
合資会社 28 21 24 47 56 69 245
株式会社 17 32 22 46 30 26 173
計 52 62 53 94 95 102 460
解
散
数
合名会社 0 2 2 2 6 2 14
合資会社 1 9 3 6 12 25 56
株式会社 0 1 0 2 4 6 13
計 1 12 5 10 22 33 83
存
続
数
合名会社 7 14 19 18 21 28 28(66.7)
合資会社 27 39 60 101 145 189 189(77.1)
株式会社 17 48 70 114 140 160 160(92.5)
計 51 101 149 233 306 377 377(82.0)
表 京都府会社種類別の設立・解散登記公告数
資料 『日出新聞』「商業登記公告」より作成。
注．表に同じ。
え，期間累計からみれば合資会社の数値が多く現れているものの，相似た数値
が並び，また各小計値の推移，同31年時点の存続率など，傾向的には同じ特色
を読み取ることができようか。ともあれ，両者は完全には合致せず，筆者の見
落としが心配された今回の採録作業であった訳だが，それにもかかわらず『登
記統計年報』より多い会社設立・解散数を得るところとなり，少なくとも京都
府に限って言えば，『登記統計年報』の数値には疑問なしとしないということ
になろうか。
つぎに，『京都府勧業統計報告』には銀行・会社一覧が掲載されているが，
京都府に本店を置いた会社数は明治26年版では52社（合名会社社・合資17
社・株式31社）を数え，以下同27年版は95社（同12社・36社・47社），同28年
版は141社（同17社・54社・70社），同29年版は221社（同17社・91社・113社），
同30年版は289社（同17社・134社・138社），同31年版は319社（同21社・146
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社・152社）であった。この会社数は表各年の存続会社数と相当の乖離が見
られる。たとえば，『京都府第十一回勧業統計報告』（同26年版）は52社で，登
記済みの同年末存続の会社は51社であったが，個別の会社ごとに『勧業統計報
告』と「商業登記公告」を付き合わせてみよう。そうすると両者が合致するの
は36社にすぎず，残る16社は翌年の同27年に入って登記が行われていた。従っ
て，この時期の『京都府勧業統計報告』には，旧商法施行以前に設立された会
社のうちには未だ登記を済ませていない会社も含まれ，会社の商業登記の済・
未済に頓着無く掲載されていた。同時に会社数も実態を反映していなかったこ
とになり，このことはひいては『日本帝国統計年鑑』の資料的信頼性も低下す
ることを意味する。
そこで，この期の最終年である明治31年版によって吟味しておこう。『京都
府第十六回勧業統計報告』（同31年版）には合計318社の京都本店会社が掲載さ
れ，そのうち掲載された合名会社21社は全て登記済みであり，この時点での存
続企業数は28社であったから，その掲載率は75.0％であった。合資会社は146
社が掲載され，そのうち145社が登記済みであり，存続企業数189社に対して掲
載率は76.7％であり，残る社，合資会社真木商会の登記が確認できず，筆者
の見落としであるか，『日出新聞』当該号の欠落である可能性がある。株式会
社は150社が掲載され，そのうち社は登記公告が見えず，その他はいずれも
登記を済ましていた。この社のうち，明教保険㈱は同社支店が登記されてい
たが，同30年10月にはこの京都支店が本店に変更され，その変更登記を行った。
残る社，同28年設立の㈱峰山銀行と同30年月設立の伏見木炭㈱は，前者が
同29年月16日㈱丹後商工銀行に，後者が同30年月10日に内外物産㈱にそれ
ぞれ社名変更した。従って，株式会社の存続企業数160社に対して150社となる
から掲載率93.8％であった。会社総数では，存続数377社に対して掲載数319社
で，掲載率は84.6％であった。少なくとも京都府の会社統計では，合名会社と
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合資会社の掲載率は幾分低率に留まっており，従来の分析が実態と乖離してい
る可能性が大きく，株式会社では比較的軽微なのではないか。
上記のように，登記上では存続企業であるにもかかわらず，『京都府勧業統
計報告』に掲載されなかった株式会社は10社であった。そのうち京都電燈㈱・
日本製針㈱・京都花園㈱は，前後の年版には掲載され，明治31年版のみ不掲載
となっていた。京都材木㈱・山陰石材土木㈱もこの年版が不掲載であった。㈱
京都蚕糸織物取引所は同32年
月12日に解散登記が行われ，第百十一国立銀行
の解散時期は不明であるが，同じように掲載対象から外れるのが早過ぎると判
断できる。また，㈱伊弥太貯金銀行と関西酒造㈱は同31年の歳末に設立登記さ
れたためか同年版に不掲載となっており，一方，有隣生命保険㈱は同31年月
に本店営業所を東京市に移転した。従って，『京都府勧業統計報告』は，とり
わけ同31年版は不完全さが際立ち，その掲載基準が改めて問われなければなら
ないであろう。
 むすびにかえて
以上，『日出新聞』に掲載された京都府域の「商業登記公告」を収集，再点
検し，データベースを作成する作業を進めてきた。いまだ作業そのものは中途
ではあるが，ここに最初の集計作業の成果を報告することができた。本稿では，
『京都府勧業統計報告』の会社統計および『登記統計年報』の会社存続数を比
較検討してきた。
旧商法施行とともに商業登記とその公告制度が成立した。京都府域では，明
治26年月22日の特別公告と社告の後，同月以降の『日出新聞』に「商業登
記公告」が掲載された。今回，明治26年から同31年の「旧商法」期，すなわち
京都府域の企業勃興について，同府域に本店を設置した合名・合資・株式会社
の種類ごとそして会社全体など，会社設立・解散数を中心に集計した。『登記
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統計年報』の京都地方裁判所管内の会社設立登記から，この旧商法期に合資会
社・株式会社を中心に，この期間の後半，同29〜31年を中心に目覚ましい会社
設立ブームが訪れたことが確認できた。しかし，今回得た「商業登記公告」の
会社設立・解散数は，『登記統計年報』のそれとは完全に一致せず，それも制
度の開始された前半期より後半期のほうが両者の乖離は広がっていた。しかも，
筆者の見落としやマイクロ版『日出新聞』の欠号が懸念された「登記公告」の
集計値が『登記統計年報』の数値を上回ったことから，この時期の『登記統計
年報』所載の設立・解散数の信頼性に疑問符をつけた。
つぎに，『京都府勧業統計報告』の諸会社一覧について，「商業登記公告」と
集計値ならびに個別会社名での比較検討をおこなった。明治26年，旧商法期の
初年には京都府は既存企業の会社登記の済・未済に関わらず掲載しており，そ
の掲載数も低率に留まった。期間末の同31年においても，合名・合資会社では
掲載率が75.0％・76.7％に留まり，株式会社では93.8％に達し，会社種類によ
り『京都府勧業統計報告』の資料的信頼度が異なるという結果であった。
京都府の会社統計から推し量れば，これまでの府県統計書・府県勧業年報，
ひいては『日本帝国統計年鑑』『農商務省統計表』を利用した分析は，株式会
社では資料の信頼性低下の懸念は小さいが，合名会社や合資会社の大量観察・
分析は幾分信頼性を疑わざるを得ないのではないだろうか。筆者がこれまで利
用してきた『日本全国諸会社役員録』は，株式会社については府県統計書や府
県勧業年報の会社数をほぼ網羅し，合名・合資会社についてはその半数ほどの
収録状況であると報告してきた。従って，今回の検討結果，「商業登記公告」
という史料に立脚すれば，合名・合資会社では半数以下の把握により分析を進
めてきたことになる。『日本全国諸会社役員録』の収録率から重点を置いてき
た，株式会社については幾分信頼性が担保されているか，という判断になる。
本稿は，京都府の「商業登記公告」に基づいた最初の成果であり，今後作成
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したデータベースの信頼性向上に努めながら，作業を継続してゆく予定である。
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